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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 22965
組合名称 キリンビール健康保険組合
形態 単一
業種 食料品・たばこ製造業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

16,300名
男性79.8%

（平均年齢43.4歳）*
女性20.2%

（平均年齢40.9歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

2,100名 -名 -名

加入者数 32,800名 -名 -名
適用事業所数 30ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

30ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

95‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 37 - - - -
保健師等 14 0 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 11,767 ∕ 16,603 ＝ 70.9 ％
被保険者 8,850 ∕ 11,073 ＝ 79.9 ％
被扶養者 2,917 ∕ 5,530 ＝ 52.7 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 1,045 ∕ 2,091 ＝ 50.0 ％
被保険者 1,045 ∕ 1,951 ＝ 53.6 ％
被扶養者 0 ∕ 140 ＝ 0.0 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 30,000 1,840 - - - -
特定保健指導事業費 32,000 1,963 - - - -
保健指導宣伝費 27,400 1,681 - - - -
疾病予防費 264,600 16,233 - - - -
体育奨励費 8,000 491 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 362,000 22,209 0 - 0 -
経常支出合計　…b 9,254,618 567,768 - - - -
a/b×100 （%） 3.91 - -
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平成30年度見込み 平成31年度見込み

平成32年度見込み
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男性（被保険者）男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 37人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 334人 25〜29 916人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 1,175

人 35〜39 1,276
人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 1,769
人 45〜49 2,056

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,574
人 55〜59 1,005

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 783人 65〜69 988人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 928人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 3人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 144人 25〜29 376人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 436人 35〜39 373人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 485人 45〜49 691人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 369人 55〜59 221人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 94人 65〜69 66人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 44人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 920人 5〜9 1,033

人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 1,177
人 15〜19 1,223

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 630人 25〜29 45人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 36人 35〜39 28人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 12人 45〜49 5人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 1人 55〜59 5人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 17人 65〜69 8人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 10人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 907人 5〜9 1,003

人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 1,072
人 15〜19 1,203

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 525人 25〜29 237人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 471人 35〜39 665人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 950人 45〜49 1,164

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 875人 55〜59 605人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 637人 65〜69 848人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 375人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
・被保険者の約8割が男性である。
・年齢構成は、男女とも40台後半にピークがきている。
・特例退職者被保険者が在籍していることから、60歳以降の人数が多く、今後より高齢化していくことが予想される。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会の運営
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行・ホームページによる情報発信
　保健指導宣伝 　健康セミナー
　保健指導宣伝 　WEBによる健康情報の発信
　保健指導宣伝 　医療費通知の実施
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　疾病予防 　一般健診
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　脳ドック
　疾病予防 　健康相談・健康電話相談
　疾病予防 　口腔保健指導
　疾病予防 　治療放置群への受診勧奨
　疾病予防 　新たな健診体系の構築
　体育奨励 　スポーツ施設
事業主の取組事業主の取組
　1 　事業主健康診断
　2 　健診後の個別指導
　3 　ストレスチェック
　4 　健康づくり
　5 　若年層向けのメンタルヘルスケア研修の実施
　6 　二次検査費用補助制度
　7 　若年層向け保健指導
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備

保
健
指
導
宣
伝

1
健康管理事業
推進委員会の
運営

【目的】健康保険組合の被保険者および被扶養者の健康保
持・増進をはかるために行う保健事業を円滑に展開する。
【概要】保健事業の方針、実施計画、実施した保健事業の
分析・評価について審議する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 0

◆７月
・2016年度保健事業振返り
・2017年度保健事業について
・第２期データヘルス計画（方向性）
について
◆１２月
・第２期データヘルス計画（具体的対
策・検討課題）について
・事業主（ＫＣ社）より：健康経営に
向けた2018年度の取組み
◆２月
・第２期データヘルス計画（詳細）に
ついて
・2018年度保健事業予算につて

●第２期データヘルス策定年にあたり
、事業主との連携を強め年３回実施で
きた。
●事業主からも健康経営に関する施策
について共有してもらう事ができた。

▼事業主ごとの健康課題を共有するまで
には至っていない。 4

加入者への意識づけ加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

5
機関誌発行・
ホームページ
による情報発
信

【目的】加入者に対するタイムリーな情報発信
【概要】予算・決算や健保の保健事業等について理解して
もらうため、機関誌を作成し、全被保険者へ配布。ホーム
ページについては、適宜、内容を更改している。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 7,172

◆機関誌　　　　
・年４回発行
（Ａ４版１２ページ）　
・１回あたり約16,700部作成
◆ホームページ　　
・アクセス状況 91,064 回/年度

●機関誌については、在職者は事業所
経由、任継・特例は直接郵送にて配布
しており、定着した事業と評価されて
いる。

▼機関誌自体は定着した事業であるが、
情報の内容、ページ構成など手に取っ
て読んでもらうための工夫が必要であ
る。
▼ホームページへのアクセス数は前年比
で40％程度増加している。一方、必要
な情報が探しにくく改善の余地が大い
にある。

3

5 健康セミナー
【目的】健康意識の醸成
【概要】事業所で健康づくり、栄養指導、メンタルヘルス
等それぞれのニーズにあった専門家によるセミナーを企画
・実施し、健保が費用を半額負担する。

被保険者 全て 男女
18
〜
65

全員 774

事前に実施計画書を提出してもらい、
内容的に健保が補助するのに相応しい
ものか確認をし、実施後は実施報告書
の提出を求めている。
１７事業所（拠点）で実施。
のべ実施回数４２回。

●メンタルヘルスおよび生活習慣病予
防関連の健康セミナーを新規に始める
事業所（拠点）が増えてきている。

▼工場部門の参加は多いが、営業部門で
は、多くの従業員を一同に集める事が
難しく、実施する事業所（拠点）はま
だ限定的である。

3

2 WEBによる健
康情報の発信

【目的】組合員の健康意識を醸成
【概要】WEBによる健康情報発信施策を検討

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 0

健康アプリを提供する３社からプレゼ
ンを受け、機能比較等を実施した結果
、ＤｅＳＣヘルスケア社のＫｅｎＣｏ
Ｍを導入する事で決定した。同内容を
第２期データヘルス計画にも盛り込み
、組合会での承認を得た。

●同アプリ導入に関しては、健康管理
事業推進委員会、理事会、組合会を通
じて特に否定的な意見はなく受け入れ
られた。

- 3

2 医療費通知の
実施

【目的】医療費適正化のため、加入者に医療費の実態を知
ってもらう。
【概要】WEBによる医療費通知を実施。あわせてジェネリ
ック差額通知も実施する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 2,424
※本年１月に確定申告対応のため利用シ
ステムを一部変更した結果、2017年４
月〜12月の実績が把握できない。
2018年１月〜３月アクセス数　891回（
昨年度　3,331回）

●定期的にＷＥＢ医療費更新情報を加
入者全員に通知。
●ＷＥＢ医療費通知が確定申告にも利
用可能になったため、全体的に関心は
高くなっている

- 3

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査
【目的】生活習慣病に係るリスク状況の把握
【概要】事業主実施の定期健康診断および健保補助を実施
している人間ﾄﾞｯｸ・一般健診の結果を集約・分析

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 31,758
◆受診率の状況
　被保険者　1,450人　％　
　被扶養者　2,971人　％
　合　　計　 　人　％

●一般健診、人間ドックの運用をイー
ウェル社へ委託しているため全国で約1,
400の医療機関で受診する機会がある。
●在職被保険者については、事業主の
定期健康診断の受診データにより高受
診率を確保している。

▼被扶養者の受診率がまだ低く、生活習
慣病に係るリスク保有者を把握できて
いない可能性がある。
▼事業主実施の定期健康診断のデータに
不備があるため、在職被保険者の受診
率が100％に達していない。

3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
【目的】生活習慣病のリスク保有者及びその予備群に対し
保健指導を実施する事により健康意識の向上、健康状態の
改善を図る。
【概要】在職被保険者の特定健診の結果を階層化し、動機
付支援、積極的支援を実施。

被保険者 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 27,760

◆指導完了率の状況
　　対象者数　　人
　　完了者数　　人
　　完了率　　 　％

●初回面談、途中中断者への対応など
委託先、事業所担当者と連携し、対象
者の状況（通院・長期療養中・退職な
ど）を確認しながら実施できている。

▼被扶養者・特例退縮者への特定保健指
導を実施できていない。
▼リピーターにとってマンネリとならな
いような工夫が必要。

4

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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疾
病
予
防

3 一般健診
【目的】加入者の健康状態のチェック
【概要】主に生活習慣病関連項目に絞り、個人負担が発生
しないコースを設定。

被保険者
被扶養者 全て 男女

35
〜
74

全員 16,841
◆受診者の状況
平成２９年度実績　　1,615人
（内訳）通常の一般健診　1,321人
　　　　単独がん検診　　294人

・イーウェル社への委託により全国で
約1,400の医療機関で受診ができる。
・近隣に医療機関がないエリアについ
ては、巡回健診のコースを設定してい
る。

特定健診の受診率を向上させるために
、被扶養者の受診率を更に向上させて
いく必要がある。

3

3 人間ドック
【目的】加入者の健康状態のチェック
【概要】提携先の医療機関で、総費用の約３割を負担する
事により人間ドックを受診できる。

被保険者
被扶養者 全て 男女

35
〜
74

全員 184,364
◆受診者の状況
平成２９年度実績　6,200人
（受診者一人当たり　29,736円の費用
補助）

●イーウェル社への委託により、全国
で約1,400の医療機関で受診ができる。
●事業主実施の定期健康診断の代替と
する事を可能としている。

▼受診可能時期を限定していないため、
特定保健指導の基となるデータを健保
が入手する時期が分散されてしまう。

4

3 脳ドック
【目的】加入者の脳に関する健康状態のチェック
【概要】人間ドックのオプションとして脳ドックを受診し
た場合、総費用の半額を健保が負担する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

50
〜
74

全員 5,822
◆受診者の状況
　平成２９年度実績　　358人
（受診者一人当たり　16,262円の費用
補助）

●受診者実績は安定的。人間ドックの
オプションとして検査を受けやすい状
態になっている。

▼受診機関が人間ドックの医療機関に限
定される。 3

6 健康相談・健
康電話相談

【目的】加入者の健康相談ニーズへの対応
【概要】ホームページ上に疾病・医薬品等の情報を公開す
るとともに、電話による健康相談を受付け。（24時間対応
）

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 3,826
◆利用者の状況（29年度）
　健康相談（ＨＰ「ヘルシーファミリ
ー倶楽部」）アクセス数　　：93回
　健康電話相談件数　：89回

●すぐに知りたいというニーズにホー
ムページ、電話で対応できる仕組みに
なっている。
●健康電話相談は、昨年度実績と比較
して若干増加した。

▼健康相談（ヘルシーファミリークラブ
）の利用は低迷を続けており、存続の
可否を検討する段階である。

1

3 口腔保健指導
【目的】加入者の口腔内の健康状態のチェックならびに口
腔内の保健指導
【概要】在職被保険者を中心に場所巡回方式と近隣の歯科
医を利用する方式を合わせて実施。

被保険者 全て 男女
18
〜
65

全員 28,714◆受診者の状況
平成２９年度実績　　3,970人

●安定的に継続している事業であり、
加入者の参加意欲も高い。
●少人数の事業所では、場所巡回型の
保健指導が難しいため、近隣の歯科医
で同様の指導を受けられるよう対応し
ている。

▼参加者が固定的になってきており、若
年層を中心に新規参加を促す施策や工
夫が必要。

4

4 治療放置群へ
の受診勧奨

【目的】生活習慣病の重症化防止
【概要】直近の特定健診の結果とレセプトデータに基づき
、生活習慣病に係るリスクが相当程度高い未通院者に対し
、早期の通院・服薬を指導する。

被保険者 全て 男女
35
〜
65

基準該
当者 0

◆平成２９年度
対象者　　　人　
受診終了者　人（％）
◆基準：血圧（上）180以上（下）110
以上　血糖（空腹時）160以上（HbA1c
）8.4以上　脂質（中性脂肪）500以上
等

対象者を「在職被保険者の特定保健指
導対象者」に加え、「在職被保険者の
非特定保健指導対象者」に拡大した。
・在職被保険者については、職制を通
じて実施するため、受診勧奨を実施し
やすい。

・受診勧奨後の未受診者への有効なフ
ォロー方法が課題である。
・平成２９年度の改正個人情報保護法
の施行により、医療機関への受診有無
を本人以外につたえる事が困難になり
、職制を通じた働きかけができなくな
った。

2

3 新たな健診体
系の構築

【目的】コストを押し上げている健診・ドックの過剰サー
ビスを整理し、コストの適正化を図る。
【概要】既存の一般健診、人間ドックに代わり、生活習慣
病予防、がんの早期発見にフォーカスした健診体系の構築
を検討する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 0
複数の委託先から情報を継続収集して
いるが、当年度内での具体的な成果は
無い。

●事業主側も健診実施時期の統一化な
ど、効率的な健診実施体制を検討して
おり、協働して検討を進められる可能
性がある。

▼人間ドックの受診金額補助は健保とし
て長く実施してきた施策であり、体系
の変更についての理解を得るための準
備が必要。

2

体
育
奨
励

8 スポーツ施設
【目的】運動習慣を身に付ける事による健康保持・増進
【概要】全国に施設を展開しているスポーツクラブと契約
し、低料金で利用が可能。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 6,644
◆利用の状況
平成２９年度実績
　　のべ利用回数　15,562回
　　利用実人数　　　681人

●全国展開する２つのスポーツ施設と
契約しているため、各事業所・各拠点
の加入者に利用しやすい状況となって
いる。

▼のべ利用回数、利用実人数とも前年と
比較して減少。特定のコア層が頻繁に
利用している状況で、運動習慣のある
人を増やす施策とはなっていない。

2

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

事業主健康診断 安衛法に基づく健診 被保険者 男女
18
〜
65
全従業員を対象に年１〜２回（深夜業従事者は
２回）１００％実施している。

未受診者への事業主フォローが実施できている
。 特になし 無

健診後の個別指導 要精密検査、要治療者の再検査および検査結果の把握 被保険者 男女
18
〜
65
産業医および健康管理スタッフによる再検査の
指示および検査結果に基づく指導

一部の事業所では、再検査費用を事業主負担と
している。 指導対象者が毎年出現すること 無

ストレスチェック WEBを活用したストレスチェックにより、従業員のメンタルヘルス
をサポートする。 被保険者 男女

18
〜
65
グループ会社の従業員を対象に年１回実施して
いる。

未参加者への事業主フォローが実施できている
。 ストレスチェックによる要注意者へのケア 無

健康づくり 体育施設を活用した従業員の健康づくり 被保険者 男女
18
〜
65
各工場に体育館、グランド、テニスコート等の
設備を所有しており、主として昼休み、休日等
に利用している。

安全衛生委員会等による事業主の健康維持、増
進支援による。 利用者が限定的になること 無

若年層向けのメン
タルヘルスケア研
修の実施

セルフケアスキルを高めることを目的に集合研修（ストレスコーピ
ング、簡易認知行動療法）を実施 被保険者 男女

22
〜
26
入社１〜3年目までの階層別研修時に実施。

・入社後の変化が大きい時期にセルフケア支援
を行える。
・他の業務スキル習得の一環としてセミナーを
取り入れている。入社１〜3年目までの階層別研
修時に実施。

効果測定が課題。 無

二次検査費用補助
制度

定期健康診断結果より、産業医判定で二次検査を要する者への受診
率向上 被保険者 男女

18
〜
65
二次検査による費用補助を年に1回補助。 未受診者への受診勧奨 未受診者のヘルスリテラシーの向上 無

若年層向け保健指
導 生活習慣病の発生/重症化予防の強化 被保険者 男女

30
〜
39
6ヶ月間実施 事業所内保健師よるフォロー

改善への継続フォロー
効果的なコンテンツの検討∕実施
実施者（マンパワー）の確保

無

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント

ア 特定健診 特定健診分析 -

イ 特定保健指導 特定保健指導分析 -

ウ 問診票 特定健診分析 -

エ 健診結果（生活習慣病リスク） 健康リスク分析 -

オ 健診結果（生活習慣病　要医療者） 健康リスク分析 -

カ 医療費（総額） 医療費・患者数分析 -

8



キ 医療費（主要疾患　総額） 医療費・患者数分析 -

ク 医療費（主要疾患　年齢階層別） 医療費・患者数分析 -

ケ 生活習慣病 医療費・患者数分析 -

コ がん 医療費・患者数分析 -

サ ジェネリック 後発医薬品分析 -

9
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

特定健診
・被保険者の受診率　79.9％、被扶養者の受診率　52.7％
であり、被扶養者の受診率はまだ低い。
・被扶養者の受診率は事業所によって格差がある。

 ・被扶養者の受診率をあげるため、受診勧奨（ハガキ・ＴＥＬ）を実施
する。
・被扶養者の受診率は事業所によって格差が大きいため、受診率の低い
事業所に対しては事業主・被保険者も巻き込んだ施策を実施する。
・４０歳より若い世代に対する健康施策実施のため、事業主から４０歳
未満の被保険者の定期健康診断データを入手する。

2
特定保健指導
・被保険者に対しては事業所と連携して実施できているが、被扶養者に対し
て実施していない。
・発現率は近年低下傾向であるが、100名をこえるリピーター（３年連続）
が存在する。

 ・生活習慣病の重要な抑制対策として、特定保健指導を継続実施する
・新たな試みとして被扶養者、リピーターへの遠隔指導を実施する。
・ ４０歳の時点で既に肥満比率が高いため、４０歳より若い世代への特
定保健指導的な施策が必要



3
健診結果（問診票）
・喫煙率が高い。（男性36.8％、女性13.7％）
・運動習慣の無い人の比率が高い。（男性75.1％、女性
　　８5.2％）
・睡眠、食事に関して健康的と言えない加入者が一定程度いる。

 ・加入者全体の健康リテラシーを高め、健康行動を促す必要がある。
・禁煙外来補助など、たばこ対策を早急に実施する必要がある。
・運動習慣をもつ加入者のために、スポーツ施設との契約は継続する。



4

健診結果（生活習慣病リスク）
・特定健診受診者のうち、ＢＭＩ２５以上の人の割合が高い。男性　33.4％
　女性　16.8％　合計　30.1％
　（うち４０歳で　男性36.2％　女性17.1％　合計31.1％）
・要医療者の割合が男性で特に高い。
　　　収縮期血圧（140以上）　男性14.5％　女性6.1％　
　　　拡張期血圧（90以上）　　男性16.3％　女性6.2％
　　　空腹時血糖（126以上）　男性　5.6％　女性1.1％
　　　ＨｂＡ１ｃ（6.5以上）　男性　6.5％　女性2.0％
　　　中性脂肪　（300以上）　男性　5.8％　女性0.6％
・よりリスクが高い医療者（優先対応者、緊急対応者）のうち医療機関で受
診を受けていない者が相当程度いる。

 ・肥満比率が高いため、特定保健指導は継続的に注力する。また、４０
歳の時点で既に肥満比率が高いため、４０歳より若い世代への特定保健
指導的な施策が必要。
・生活習慣病にかかる要医療者の割合が高いため、高リスク者に対して
は医療機関への受診勧奨を実施する。
・血糖値に関する高リスク者の割合が他健保と比較して高いため糖尿病
の重症化予防策を実施する。



5
医療費（全体）
・医療費総額、一人あたり医療費ともにＨ２８年度は減少したものの、長期
的には増加傾向である。
・主要な疾患のうち、特に生活習慣病とがんの医療費の増加傾向が顕著であ
る。

 ・生活習慣病とがんの対策を保健事業の重点項目とする。

6
医療費（性別・年齢区分別）
・男性　３５歳から生活習慣病の医療費が急上昇し、５０歳〜がピークとな
る。
・女性　生活習慣病の医療費は４０歳から急上昇。また、４０歳以降がんの
医療費も急上昇し、生活習慣病の医療費を上回る。

 ・特定健診の受診率、特定保健指導の実施率を向上させ、生活習慣病の
重症化を予防する。
・４０歳より若い世代への健康施策が必要である。
・女性がん検診の無償化を継続し、受診率を向上を図る

ア

イ

ウ

エ，オ

カ，キ

ク

22



7
医療費　額・患者数（生活習慣病）
・患者数多い順　　男　高血圧→高脂血症→糖尿病
　　　　　　　　　女　高脂血症→肝機能障害→高血圧
・金額多い順　　　男　高血圧→糖尿病→高脂血症
　　　　　　　　　女　高血圧→脳血管疾患→糖尿病

 ・生活習慣病の中でも、特に高血圧・糖尿病・高脂血症への対策を重点
とする。
・糖尿病は一人あたり医療費が比較的高いので、特に状況を注視する。

8
医療費　額・患者数（新生物）
・患者数多い順　　男　大腸→胃→肺　　　　　　　　　　　　　　　　　
　女　乳→子宮体→大腸
・金額多い順　　　男　肺→リンパ→大腸
　　　　　　　　　女　乳→大腸→肺

 ・５大がんのがん検診受診率を向上させ、早期発見・早期治療につなげ
る。
・がん検診受診率向上のため、事業主の定期健康診断に組み込むなど健
診体系を見直す。
・加入者のがんに関する知識を高めるための啓発を行う



9
ジェネリック医薬品
　ジェネリック医薬品の使用比率（数量ベース）は65.7％まで
　上昇してきているが、目標の80％には達していない。

 ・ジェネリック差額通知の継続実施。
・ジェネリック医薬品「希望シール」を配付する。

10
事業主との連携
　事業主との会議体がＫＣ社との定例会議（月１回）、健康管理事業推進委
員会（年２〜３回：５事業主参加）しか
ない。

 ・健康管理事業推進委員会への参加事業所を増やす。
・経営職研修や部門長情報共有会等の場で健康課題・健康施策について
情報共有されている。
・健康白書を共有する事業所を増やしていく



基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・特例退職被保険者が2,000名程度存在する。
・事業主の拠点が全国に点在している。  ・事業主との連携が不可欠であるが、保健事業の課題を共有する前提として、データ分

析は在職者（被保険者・被扶養者）の分析を中心とする。
2 ・健保組合に医療関係の専門職が不在である。  ・委託事業者を活用し、専門的知識に基づいた対応を充実させる。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・殆ど活用されていない保健事業が複数ある。（健康相談、健康セミナーなど。）  ・活用度が低いと判断される保健事業については、利用促進策を実施した上で、中間評
価の際に継続の可否について検討する。

ケ

コ

サ

未選択
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　コラボヘルスの体制作り
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行・ホームページ等による情報発信
　保健指導宣伝 　健康アプリによる健康リテラシー向上策
　保健指導宣伝 　健康セミナー
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の差額通知
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　疾病予防 　一般健診
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　脳ドック
　疾病予防 　健康相談・健康電話相談
　疾病予防 　口腔保健指導
　疾病予防 　生活習慣病に係る重症化予防策
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　たばこ対策
　体育奨励 　スポーツ施設
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
・効果的・効率的な保健事業の展開により、加入者のＱＯＬ向上の貢献するとともに健保財政の中長期的な安定を図る。
・事業主と連携したコラボヘルスの実現により、在職被保険者の生産性向上を図　り、事業主の業績向上に寄与する。
・各種健診の受診率向上、加入者のヘルスリテラシー向上により、自分・家族の健康への関心を高め、さらに具体的な行動変容を促進する。

事業全体の目標事業全体の目標
各施策のアウトプット指標・アウトカム指標のとおり。
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職場環境の整備職場環境の整備
100 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存

コラボヘルス
の体制作り

一部の
事業所 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ シ - ア -

◆KC社人事総務部との定
期的な情報共有・打合せ
を継続する。
◆健康管理事業推進委員会
への参加事業所主を増や
し、情報共有・検討の範
囲を広げる。（現在５事
業主）

継続実施

経営職研修・部門長情報
共有会の場で健康課題や
施策について定期的に情
報共有ができている。
また、主要事業主に対し
て、それぞれ健康白書的
なレポートを提示し、協
働して健康課題の解決に
取り組み始める。
事業主の医療スタッフ、
産業医との連携・協働が
できている。

継続実施 継続実施
各職場でウェルネスリー
ダーが主体的に健康施策
を推進し、事業主が健康
経営を意識している。

アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

事業主との連携
　事業主との会議体がＫＣ社との
定例会議（月１回）、健康管理事
業推進委員会（年２〜３回：５事
業主参加）しか
ない。

健康課題共有の会議数(【実績値】1会議体　【目標値】平成30年度：1会議体　平成31年度：2会議体　平成32年度：6会議体　平成33年度：2会議体　平成34年度：
6会議体　平成35年度：2会議体)- あらたに健康宣言を実施した事業所数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0事業所　平成31年度：0事業所　平成32年度：3事業所　平成33年度：0事業所　平成34年度：3事業所　平成35年度：0事業所)-

健康白書を共有した事業所数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1事業所　平成31年度：1事業所　平成32年度：7事業所　平成33年度：13事業所　平成34年度
：12事業所　平成35年度：13事業所)- -

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
10,400 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

5 既
存

機関誌発行・
ホームページ
等による情報
発信

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス -

機関誌：年４回発行は継
続。内容・体裁は見直し
。

継続実施
機関誌：年に１回自宅配
送の実施。
HP：レイアウト・階層を
変更する。

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプウト指標・アウトカム指標のとお
り

健診結果（問診票）
・喫煙率が高い。（男性36.8％、
女性13.7％）
・運動習慣の無い人の比率が高い
。（男性75.1％、女性
　　８5.2％）
・睡眠、食事に関して健康的と言
えない加入者が一定程度いる。

機関誌に関するアンケート(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：0回　平成34年度：0回　平成35年度：1
回)1:実施 機関誌への評価(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0％　平成31年度：0％　平成32年度：10％　平成33年度：0％　平成34年度：0％　平成35年度：5％)前回調査からの向上率

4,000 - - - - -

2 新
規

健康アプリに
よる健康リテ
ラシー向上策

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ア,エ - ス -

◆導入準備を進める。（安
全性確認・契約・健診デ
ータ等の提供）
◆登録率の確保、継続利用
者の確保のための施策実
施する。

受診率向上や健康行動の
促進につながるインセン
ティブの提供の継続的実
施。

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

健診結果（問診票）
・喫煙率が高い。（男性36.8％、
女性13.7％）
・運動習慣の無い人の比率が高い
。（男性75.1％、女性
　　８5.2％）
・睡眠、食事に関して健康的と言
えない加入者が一定程度いる。

ｱﾌﾟﾘ登録者率（被保険者）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：35％　平成31年度：37％　平成32年度：40％　平成33年度：43％　平成34年度：46％　平成35
年度：50％)-

健康行動者の割合改善（項目数）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0項目　平成31年度：1項目　平成32年度：4項目　平成33年度：1項目　平成34年度：1項目　平成35年度：1項目)◆健康行動をとっている
人の割合
喫煙　　　　　 男性 36.8％　女性 13.7％
睡眠不十分　男性 35.7％　女性 46.6％
運動習慣無　男性 75.1％　女性 85.2％
朝食抜き　　　男性 28.5％　女性 20.6％

ｱﾌﾟﾘ継続利用者（被保険者）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：50％　平成32年度：50％　平成33年度：53％　平成34年度：56％　平成
35年度：60％)- -

2,000 - - - - -

2 既
存 健康セミナー 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ２ ケ - ア -

◆従来の施策を継続実施す
る。　（各事業所でセミ
ナーを企画・立案し、健
康管理や健康増進に相応
しい内容か確認した上で
、費用の半額を負担する
。）

継続実施
◆施策を継続実施する。
◆利用状況に基づき、継続
の検討する。

検討結果を反映 検討結果を反映 検討結果を反映 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

健診結果（問診票）
・喫煙率が高い。（男性36.8％、
女性13.7％）
・運動習慣の無い人の比率が高い
。（男性75.1％、女性
　　８5.2％）
・睡眠、食事に関して健康的と言
えない加入者が一定程度いる。

実施回数(【実績値】42回　【目標値】平成30年度：45回　平成31年度：48回　平成32年度：50回　平成33年度：0回　平成34年度：0回　平成35年度：0回)-

健康行動者の割合改善（項目数）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0項目　平成31年度：1項目　平成32年度：4項目　平成33年度：0項目　平成34年度：0項目　平成35年度：0項目)◆健康行動をとっている
人の割合
喫煙　　　　　 男性 36.8％　女性 13.7％
睡眠不十分　男性 35.7％　女性 46.6％
運動習慣無　男性 75.1％　女性 85.2％
朝食抜き　　　男性 28.5％　女性 20.6％

参加者数(【実績値】1,625人　【目標値】平成30年度：1,700人　平成31年度：1,800人　平成32年度：2,000人　平成33年度：0人　平成34年度：0人　平成35年度：
0人)- -

1,800 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

25



2 既
存 医療費通知 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ - ス -

◆従来の施策を継続実施す
る。
・HPからのリンクあるい
はスマートフォンからの
アクセスが可能となって
いる。
・内容については毎月更
新している。

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

医療費（全体）
・医療費総額、一人あたり医療費
ともにＨ２８年度は減少したもの
の、長期的には増加傾向である。
・主要な疾患のうち、特に生活習
慣病とがんの医療費の増加傾向が
顕著である。

◆内容告知・広報　実施回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年
度：3回)- ◆医療費通知へのアクセス数(【実績値】3,300回　【目標値】平成30年度：3,500回　平成31年度：3,700回　平成32年度：4,000回　平成33年度：4,200回　平成34年度：4,300回　平成35年度：4,500回)-

0 - - - - -

2,7 既
存

ジェネリック
医薬品の差額
通知

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ エ,キ - ス - ◆従来の施策を継続実施す

る。
◆ジェネリック医薬品「希
望シール」を配布 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお

り。

ジェネリック医薬品
　ジェネリック医薬品の使用比率
（数量ベース）は65.7％まで
　上昇してきているが、目標の80
％には達していない。

◆使用促進策の開始(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)1:実
施 ◆ジェネリック医薬品使用割合(【実績値】68％　【目標値】平成30年度：70％　平成31年度：73％　平成32年度：75％　平成33年度：77％　平成34年度：79％　平成35年度：80％)-

新規加入者へのフォロー(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回
)1:実施 -

個別の事業個別の事業
30,000 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ エ,ケ - エ,コ -

◆基本的な施策は継続的に
実施する。
◆被保険者：定健データの
クレンジングを徹底
◆被扶養者：受診率の低い
事業主との健康意識の向
上策の検討。
◆４０歳未満被保険者：在
職被保険者の健診データ
を事業主から入手。

◆基本的な施策は継続的に
実施する。
◆被扶養者４０歳、５０歳
、６０歳時人間ドック費
用を全額健保負担化（節
目健診）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

特定健診
・被保険者の受診率　79.9％、被
扶養者の受診率　52.7％
であり、被扶養者の受診率はまだ
低い。
・被扶養者の受診率は事業所によ
って格差がある。
医療費（全体）
・医療費総額、一人あたり医療費
ともにＨ２８年度は減少したもの
の、長期的には増加傾向である。
・主要な疾患のうち、特に生活習
慣病とがんの医療費の増加傾向が
顕著である。
医療費（性別・年齢区分別）
・男性　３５歳から生活習慣病の
医療費が急上昇し、５０歳〜がピ
ークとなる。
・女性　生活習慣病の医療費は４
０歳から急上昇。また、４０歳以
降がんの医療費も急上昇し、生活
習慣病の医療費を上回る。

◆被扶養者への受診勧奨実施(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年
度：1回)１:実施 ◆被保険者　受診率(【実績値】85.1％　【目標値】平成30年度：87％　平成31年度：90％　平成32年度：92％　平成33年度：93％　平成34年度：94％　平成35年度：95％)-

◆節目健診（無料）実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)
1:実施 ◆被扶養者　受診率(【実績値】55.3％　【目標値】平成30年度：56％　平成31年度：57％　平成32年度：59％　平成33年度：60％　平成34年度：61％　平成35年度：62％)-

◆被扶養者の受診促進の打合せを実施した事業所数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0事業所　平成31年度：2事業所　平成32年度：5事業所　平成33年度：5
事業所　平成34年度：5事業所　平成35年度：5事業所)- -

32,000 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

26



特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ エ,オ,キ,ク - ア,コ -

◆従来からの施策は継続実
施
◆タブレット等を利用した
遠隔指導の実施。

◆従来からの施策は継続実
施
◆タブレット等を利用した
遠隔指導の実施。
◆40歳未満の在職被保険者
の健診データの分析

◆従来からの施策は継続実
施
◆40歳未満の在職被保険者
の該当者に対する指導の
実施

継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

特定保健指導
・被保険者に対しては事業所と連
携して実施できているが、被扶養
者に対して実施していない。
・発現率は近年低下傾向であるが
、100名をこえるリピーター（３年
連続）が存在する。
健診結果（生活習慣病リスク）
・特定健診受診者のうち、ＢＭＩ
２５以上の人の割合が高い。男性
　33.4％　女性　16.8％　合計　3
0.1％
　（うち４０歳で　男性36.2％　
女性17.1％　合計31.1％）
・要医療者の割合が男性で特に高
い。
　　　収縮期血圧（140以上）　男
性14.5％　女性6.1％　
　　　拡張期血圧（90以上）　　
男性16.3％　女性6.2％
　　　空腹時血糖（126以上）　男
性　5.6％　女性1.1％
　　　ＨｂＡ１ｃ（6.5以上）　男
性　6.5％　女性2.0％
　　　中性脂肪　（300以上）　男
性　5.8％　女性0.6％
・よりリスクが高い医療者（優先
対応者、緊急対応者）のうち医療
機関で受診を受けていない者が相
当程度いる。
医療費（全体）
・医療費総額、一人あたり医療費
ともにＨ２８年度は減少したもの
の、長期的には増加傾向である。
・主要な疾患のうち、特に生活習
慣病とがんの医療費の増加傾向が
顕著である。
医療費（性別・年齢区分別）
・男性　３５歳から生活習慣病の
医療費が急上昇し、５０歳〜がピ
ークとなる。
・女性　生活習慣病の医療費は４
０歳から急上昇。また、４０歳以
降がんの医療費も急上昇し、生活
習慣病の医療費を上回る。

指導実施率(【実績値】50％　【目標値】平成30年度：52％　平成31年度：54％　平成32年度：55％　平成33年度：57％　平成34年度：59％　平成35年度：60％)- 対象者発現率(【実績値】17.8％　【目標値】平成30年度：17％　平成31年度：16％　平成32年度：15％　平成33年度：15％　平成34年度：15％　平成35年度：15％)-
40歳未満加入者への施策(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1段階　平成31年度：2段階　平成32年度：3段階　平成33年度：3段階　平成34年度：3段階　平成3
5年度：3段階)1:データ収集　2:データ分析　3:指導実施 対象者の健診結果改善者の割合(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50％　平成31年度：60％　平成32年度：70％　平成33年度：70％　平成34年度：70％　平成35年度：70％)-

17,000 - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存 一般健診 全て 男女

35
〜
74

被扶養
者,任意
継続者,
特例退
職被保

険者

１ エ,ケ - エ,キ -
◆従来からの施策は継続実
施
◆新たな健診体系の検討開
始

継続実施 継続実施 ◆新たな健診体系で実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

特定健診
・被保険者の受診率　79.9％、被
扶養者の受診率　52.7％
であり、被扶養者の受診率はまだ
低い。
・被扶養者の受診率は事業所によ
って格差がある。

◆被扶養者の受診促進の打合せ(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0事業所　平成31年度：2事業所　平成32年度：5事業所　平成33年度：5事業所　平成34年度
：5事業所　平成35年度：5事業所)- ◆受診者数(【実績値】1,615人　【目標値】平成30年度：1,680人　平成31年度：1,750人　平成32年度：1,800人　平成33年度：1,850人　平成34年度：1,900人　平成35年度：1,900人)-

198,400 - - - - -

3 既
存 人間ドック 全て 男女

35
〜
74

加入者
全員 １ エ,ス - キ -

◆従来からの施策を継続実
施
◆人間ドックの検査項目の
見直し実施
生活習慣病＋がんの早期
発見をカバーする健診体
系を検討

継続実施 継続実施 ◆新たな健診体系で実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

特定健診
・被保険者の受診率　79.9％、被
扶養者の受診率　52.7％
であり、被扶養者の受診率はまだ
低い。
・被扶養者の受診率は事業所によ
って格差がある。

◆施策内容の告知・広報　実施回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成
35年度：3回)- ◆受診者数(【実績値】6,200人　【目標値】平成30年度：6,300人　平成31年度：6,400人　平成32年度：6,400人　平成33年度：6,500人　平成34年度：6,600人　平成35年度：6,700人)-

6,800 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3 既
存 脳ドック 全て 男女

50
〜
74

加入者
全員 １ ス - キ -

◆従来の施策を継続実施す
る。　
（５０歳以上の加入者が
人間ドックのオプション
として脳ドックを受診し
た場合、費用の半額を健
保が負担する。）

継続実施 継続実施 新たな健診体系で実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

医療費　額・患者数（生活習慣病
）
・患者数多い順　　男　高血圧→高
脂血症→糖尿病
　　　　　　　　　女　高脂血症→
肝機能障害→高血圧
・金額多い順　　　男　高血圧→糖
尿病→高脂血症
　　　　　　　　　女　高血圧→脳
血管疾患→糖尿病

◆施策内容の告知・広報　実施回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成
35年度：2回)- ◆受診者数(【実績値】358人　【目標値】平成30年度：360人　平成31年度：380人　平成32年度：400人　平成33年度：400人　平成34年度：400人　平成35年度：400人)-

2,600 - - - - -

6 既
存

健康相談・健
康電話相談 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス -

◆従来の施策を継続実施す
る。　
◆活用促進について広報す
るとともに利用状況につ
いて継続的に観察する。

継続実施
◆従来の施策を継続実施す
る。　
◆利用状況基づき継続の可
否を検討する

検討結果を反映 検討結果を反映 検討結果を反映 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

健診結果（問診票）
・喫煙率が高い。（男性36.8％、
女性13.7％）
・運動習慣の無い人の比率が高い
。（男性75.1％、女性
　　８5.2％）
・睡眠、食事に関して健康的と言
えない加入者が一定程度いる。

内容告知・広報　機関紙(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：2回　平成32年度：4回　平成33年度：0回　平成34年度：0回　平成35年度：0回
)- 健康相談回数(【実績値】93回　【目標値】平成30年度：100回　平成31年度：150回　平成32年度：200回　平成33年度：0回　平成34年度：0回　平成35年度：0回)-

◆内容告知・広報　イントラ(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0回　平成31年度：1回　平成32年度：2回　平成33年度：0回　平成34年度：0回　平成35年度：
0回)- 電話相談回数(【実績値】89回　【目標値】平成30年度：150回　平成31年度：200回　平成32年度：300回　平成33年度：0回　平成34年度：0回　平成35年度：0回)-

31,500 - - - - -

4 既
存 口腔保健指導 全て 男女

18
〜
65

被保険
者 １ ケ - ア,コ -

◆従来の施策を継続実施す
る。　
◆歯科医院の委託先をリサ
ーチする。

◆2018年度施策を継続実
施する。
◆アンケート実施
◆歯科医院で優れた委託先
があれば、委託先の変更
を実施。

◆継続実施する。
◆アンケート実施
◆参加者と未参加者を比較
した、医療費
歯科医療費の分析を実施
。

継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

医療費（全体）
・医療費総額、一人あたり医療費
ともにＨ２８年度は減少したもの
の、長期的には増加傾向である。
・主要な疾患のうち、特に生活習
慣病とがんの医療費の増加傾向が
顕著である。

◆参加者数(【実績値】3,970人　【目標値】平成30年度：4,000人　平成31年度：4,000人　平成32年度：4,000人　平成33年度：4,000人　平成34年度：4,000人　平
成35年度：4,000人)-

◆歯磨き習慣の向上(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0％　平成31年度：0％　平成32年度：1％　平成33年度：0％　平成34年度：0％　平成35年度：1％)0:実施しない
1:前回より向上

- ◆被保険者の歯周病罹患者数減(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0％　平成31年度：0％　平成32年度：5％　平成33年度：0％　平成34年度：0％　平成35年度：5％)前回からの減少割合
0:実施しない

5,000 - - - - -

4 既
存

生活習慣病に
係る重症化予
防策

全て 男女
40
〜
65

基準該
当者 １ イ,オ,ク - ア -

◆血圧・脂質高リスク者に
対する受診勧奨レターの
実施と受診有無のフォロ
ー

継続実施
◆血糖高リスク者に対する
電話による生活指導・受
診勧奨・服薬チェック

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

健診結果（生活習慣病リスク）
・特定健診受診者のうち、ＢＭＩ
２５以上の人の割合が高い。男性
　33.4％　女性　16.8％　合計　3
0.1％
　（うち４０歳で　男性36.2％　
女性17.1％　合計31.1％）
・要医療者の割合が男性で特に高
い。
　　　収縮期血圧（140以上）　男
性14.5％　女性6.1％　
　　　拡張期血圧（90以上）　　
男性16.3％　女性6.2％
　　　空腹時血糖（126以上）　男
性　5.6％　女性1.1％
　　　ＨｂＡ１ｃ（6.5以上）　男
性　6.5％　女性2.0％
　　　中性脂肪　（300以上）　男
性　5.8％　女性0.6％
・よりリスクが高い医療者（優先
対応者、緊急対応者）のうち医療
機関で受診を受けていない者が相
当程度いる。
医療費　額・患者数（生活習慣病
）
・患者数多い順　　男　高血圧→高
脂血症→糖尿病
　　　　　　　　　女　高脂血症→
肝機能障害→高血圧
・金額多い順　　　男　高血圧→糖
尿病→高脂血症
　　　　　　　　　女　高血圧→脳
血管疾患→糖尿病

◆該当者の医療機関への受診率(【実績値】60.3％　【目標値】平成30年度：70％　平成31年度：75％　平成32年度：80％　平成33年度：80％　平成34年度：80％
　平成35年度：80％)- ◆ハイリスク者低減　血圧(【実績値】-　【目標値】平成30年度：3人　平成31年度：6人　平成32年度：10人　平成33年度：10人　平成34年度：10人　平成35年度：10人)-

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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◆該当者の受診勧奨実施率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％
　平成35年度：100％)- ◆ハイリスク者低減　血糖(【実績値】-　【目標値】平成30年度：5人　平成31年度：10人　平成32年度：15人　平成33年度：15人　平成34年度：15人　平成35年度：15人)-

- ◆ハイリスク者低減　脂質(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1人　平成31年度：2人　平成32年度：3人　平成33年度：3人　平成34年度：3人　平成35年度：3人)-
- ◆生活習慣病の高額医療費該当者数(【実績値】7人　【目標値】平成30年度：5人　平成31年度：3人　平成32年度：3人　平成33年度：3人　平成34年度：3人　平成35年度：3人)-

0 - - - - -

3 既
存 がん検診 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ウ - ア,コ -

◆女性がん（乳房・子宮）
検診を受診　　「個人負
担なし」
◆がんに関する知識向上の
ため、健康セミナーや講
演、機関誌等を活用し啓
発を行う。

◆女性がん検診 継続実施
◆人間ドック時受診者への
インセンティブ付与
◆一般健診時受診者「無償
化」

◆従来からの施策は継続実
施
◆定期検診時にがん検診組
込開始
◆新たな健診体系の検討継
続

◆従来からの施策は継続実
施
◆新たな健診体系で実施

継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお
り。

医療費（全体）
・医療費総額、一人あたり医療費
ともにＨ２８年度は減少したもの
の、長期的には増加傾向である。
・主要な疾患のうち、特に生活習
慣病とがんの医療費の増加傾向が
顕著である。
医療費　額・患者数（新生物）
・患者数多い順　　男　大腸→胃→
肺　　　　　　　　　　　　　　
　　　　女　乳→子宮体→大腸
・金額多い順　　　男　肺→リンパ
→大腸
　　　　　　　　　女　乳→大腸→
肺

◆施策内容の告知・広報　実施回数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0回　平成31年度：1回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35
年度：3回)- ◆受診率（大腸がん）(【実績値】40.9％　【目標値】平成30年度：43％　平成31年度：46％　平成32年度：50％　平成33年度：53％　平成34年度：56％　平成35年度：60％)-

◆インセンティブ付与の実現(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：
1回)1:実施 ◆受診率（乳がん）(【実績値】31.3％　【目標値】平成30年度：33％　平成31年度：36％　平成32年度：40％　平成33年度：43％　平成34年度：46％　平成35年度：50％)-

◆定健にがん検診が組み込めている事業所数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0事業所　平成31年度：0事業所　平成32年度：5事業所　平成33年度：10事業所
　平成34年度：20事業所　平成35年度：30事業所)- -

2,000 - - - - -

5 新
規 たばこ対策 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ク,シ - ス - ◆限定的に禁煙治療健保負

担化テスト導入
◆テスト結果を検証し、拡
大等の検討・実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお

り。

健診結果（問診票）
・喫煙率が高い。（男性36.8％、
女性13.7％）
・運動習慣の無い人の比率が高い
。（男性75.1％、女性
　　８5.2％）
・睡眠、食事に関して健康的と言
えない加入者が一定程度いる。

◆施策対象者数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0人　平成31年度：50人　平成32年度：70人　平成33年度：100人　平成34年度：125人　平成35年度：125人
)1:数名 喫煙率　男性(【実績値】36.8％　【目標値】平成30年度：36.3％　平成31年度：35.6％　平成32年度：34.6％　平成33年度：33.2％　平成34年度：31.4％　平成35年度：29.7％)-

- 喫煙率　女性(【実績値】13.7％　【目標値】平成30年度：13.2％　平成31年度：13％　平成32年度：12.6％　平成33年度：12.1％　平成34年度：11.5％　平成35年度：10.8％)-
8,000 - - - - -

体
育
奨
励

5 既
存 スポーツ施設 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス - 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 アウトプット指標・アウトカム指標のとお

り。

健診結果（問診票）
・喫煙率が高い。（男性36.8％、
女性13.7％）
・運動習慣の無い人の比率が高い
。（男性75.1％、女性
　　８5.2％）
・睡眠、食事に関して健康的と言
えない加入者が一定程度いる。

◆費用補助・キャンペーン等の告知(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：2回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成
35年度：3回)- 運動習慣あり　男性(【実績値】24.9％　【目標値】平成30年度：27％　平成31年度：29％　平成32年度：30％　平成33年度：30％　平成34年度：30％　平成35年度：30％)-

利用者数(【実績値】681人　【目標値】平成30年度：700人　平成31年度：720人　平成32年度：750人　平成33年度：750人　平成34年度：750人　平成35年度：75
0人)- 運動習慣あり　女性(【実績値】14.8％　【目標値】平成30年度：17％　平成31年度：19％　平成32年度：20％　平成33年度：20％　平成34年度：20％　平成35年度：20％)-

利用のべ回数(【実績値】15,562回　【目標値】平成30年度：16,000回　平成31年度：16,500回　平成32年度：17,000回　平成33年度：17,000回　平成34年度：17,0
00回　平成35年度：17,000回)- -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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